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	第１章　総則

（目的）

第１条　この条例は、ひとにやさしいまちづくりを推進することにより、すべての人が個人として尊重され、自らの意思に基づき自由に行動し、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される地域社会の形成を促進し、もって県民福祉の増進に資することを目的とする。
	
	[image: image1.wmf]別表第１（第２条、第３条関係）

区分

公共的施設

特定公共的施設

１　医療施設

病院又は診療所

すべてのもの

(１)　卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販

売業を営む店舗

床面積が300平方メートル以上のものe

(２)　飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダ

ンスホールその他これらに類するもの

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(３)　郵便局、理髪店又は美容院

床面積が50平方メートル以上のもの

(４)　質屋、クリーニング取次店、貸衣装屋、銀行その

他これらに類するサービス業を営む店舗

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(５)　ガス事業法（昭和29年法律第51号）第２条第１項

に規定する一般ガス事業、電気事業法（昭和39年法律

第170号）第２条第１項に規定する一般電気事業及び･

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第４号

に規定する電気通信事業（同法第９条ただし書に規定

する電気通信回線設備の設置を伴うものに限る。）の

営業所又は事務所

すべてのもの

３　官公庁施設

官公庁舎その他これに類する施設

すべてのもの

４　宿泊施設

ホテル、旅館その他これらに類する施設

床面積が1,000平方メートル以上のものﾝ

５　社会福祉施設

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セ

ンター、老人ホーム、市町村保健センター、保育所、福

祉ホームその他これらに類する施設

すべてのもの

６　教育文化施設

学校、自動車教習所、学習塾、華道教室、囲碁教室、

図書館、博物館、美術館その他これらに類する施設

すべてのもの

７　公共交通機関の施設

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構

成する施設で旅客の乗降又は待合いの用に供するも

の

建築物であるもの

８　道路

道路及びこれと一体として整備される施設

すべてのもの

９　公園等

公園、遊園地、動物園、植物園その他これらに類する

施設

すべてのもの

(１)　劇場、観覧場、映画館又は演芸場

すべてのもの

(２)　集会場又は公会堂

すべてのもの

(３)　神社、寺院、教会その他これらに類する施設

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(４)　展示場

床面積が500平方メートル以上のものﾌ

(５)　体育館、水泳場、ボーリング場、スキー場、スケー

ト場その他これらに類する施設

すべてのもの

(６)　遊技場

床面積が500平方メートル以上のものﾌ

(７)　公衆浴場

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(８)　自動車の停留又は駐車のための施設

収容台数が30台以上のもの

(９)　公衆便所

すべてのもの

(10)　火葬場

すべてのもの

(11)　２(５)及び３に該当しない営業所又は事務所で床

面積（これらの用途に供する部分の床面積に限る。以

下同じ。）が1,000平方メートル以上のもの�

すべてのもの

(12)　共同住宅、寄宿舎又は下宿で一の建築物に存す

る戸数（寄宿舎又は下宿にあっては、寝室数）が50以

上のもの

すべてのもの

(13)　工場で床面積が3,000平方メートル以上のものﾈ

すべてのもの

11　複合施設

１から７まで及び10に掲げる施設の複合施設で、その

床面積が1,000平方メートル以上のもの�

すべてのもの

２　商業施設

10　その他の施設


	

	（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１)　ひとにやさしいまちづくり　障害の有無、年齢、性別等にかかわらず、すべての人が安全かつ円滑に利用できる生活環境及び社会環境を整備していくための取組をいう。

(２)　公共的施設　医療施設、商業施設、官公庁施設、宿泊施設、社会福祉施設、教育文化施設、公共交通機関の施設、道路、公園その他の不特定かつ多数の者が利用する施設で規則で定めるものをいう。

(３)　特定公共的施設　公共的施設のうちすべての人が安全かつ円滑に利用できるよう整備を促進することが特に必要なものとして規則で定めるものをいう。

(４)　公共車両等　一般旅客の用に供する鉄道の車両、自動車及び船舶で規則で定めるものをいう。

(５)　公共工作物　案内標識、信号機、バスの停留所その他の公共の用に供する工作物で規則で定めるものをいう。

(６)　施設等　公共的施設、公共車両等、公共工作物及び住宅をいう。
	（公共的施設）

第２条　条例第２条第２号に規定する規則で定める公共的施設は、別表第１の左欄に掲げる区分ごとに同表の中欄に掲げるものとする。

一部改正〔平成16年規則21号・20年18号〕（特定公共的施設）

第３条　条例第２条第３号に規定する規則で定める特定公共的施設は、別表第１の中欄に掲げるもののうち、同表の右欄に掲げるものとする。

追加〔平成20年規則18号〕

（公共車両等）

第４条　条例第２条第４号に規定する規則で定める公共車両等は、次に掲げるものとする。

(１)　鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第２条第２項に規定する第一種鉄道事業及び同条第３項に規定する第二種鉄道事業のうち、旅客の運送を行う事業の用に供する旅客車

(２)　道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第１号イ及びハに掲げる一般旅客自動車運送事業の用に供する自動車

(３)　海上運送法（昭和24年法律第187号）第２条第５項に規定する一般旅客定期航路事業の用に供する船舶

追加〔平成20年規則18号〕

（公共工作物）

第５条　条例第２条第５号に規定する規則で定める公共工作物は、次に掲げるものとする。

(１)　案内標識

(２)　信号機

(３)　バスの停留所

(４)　公衆電話所

(５)　銀行その他の金融機関の現金自動支払所

(６)　前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認めるもの

追加〔平成20年規則18号〕
	
	

	（県の責務）

第３条　県は、ひとにやさしいまちづくりに関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及びこれを実施するものとする。

２　県は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、市町村との緊密な連携に努めるものとする。

３　県は、自ら設置し、又は管理する施設等について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう整備を推進するものとする。

４　県は、自ら県民に対して提供するサービス及び情報について、すべての人が円滑に利用できるよう必要な措置を講ずるものとする。
	
	
	

	（市町村の役割）

第４条　市町村は、当該市町村の状況に応じて、その自主的な判断により、ひとにやさしいまちづくりに関する施策を推進するとともに、県が実施するひとにやさしいまちづくりに関する施策に協力するよう努めるものとする。

２　市町村は、自ら設置し、又は管理する施設等について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう整備に努めるものとする。

３　市町村は、自ら住民に対して提供するサービス及び情報について、すべての人が円滑に利用できるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
	
	
	

	（事業者の責務）

第５条　事業者は、その事業活動の実施に当たり、自ら設置し、又は管理する施設等について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう整備に努めるものとする。

２　事業者は、その事業活動の実施に当たり、自ら供給する物品について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

３　事業者は、その事業活動の実施に当たり、自ら提供するサービス及び情報について、すべての人が円滑に利用できるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

４　事業者は、県及び市町村が実施するひとにやさしいまちづくりに関する施策に協力するものとする。
	
	
	

	（県民等の責務）

第６条　県民は、ひとにやさしいまちづくりについて理解を深め、自らひとにやさしいまちづくりの推進に努めるとともに、県及び市町村が実施するひとにやさしいまちづくりに関する施策に協力するものとする。

２　何人も、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう整備された施設等の利用の妨げとなる行為をしてはならない。
	
	
	

	（総合的推進）

第７条　県、市町村、事業者及び県民は、ひとにやさしいまちづくりに関するそれぞれの責務又は役割を自覚しながら、一体となってひとにやさしいまちづくりの推進に努めるものとする。

２　県及び市町村は、道路、公園その他の施設の新設及び修繕の事業その他の事業の機会においては、ひとにやさしいまちづくりに資する施設等の整備を促進するよう努めるものとする。
	
	
	

	第２章　ひとにやさしいまちづくりに関する施策

（施策の基本方針）

第８条　県は、次に掲げる基本方針に基づき、ひとにやさしいまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施するものとする。

(１)　すべての県民がひとにやさしいまちづくりについて理解を深め、自主的かつ積極的にこれに取り組むよう県民意識の高揚を図ること。

(２)　すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう施設等の整備を促進すること。
	
	
	

	（推進指針の策定）

第９条　知事は、前条の基本方針に基づき、ひとにやさしいまちづくりに関する施策を実施するに当たり、施策の基本的な方向その他必要な事項に関する推進指針（以下「推進指針」という。）を策定するものとする。

２　知事は、推進指針を策定するに当たっては、県民の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずるとともに、岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会の意見を聴かなければならない。

３　知事は、推進指針を策定したときは、これを公表するものとする。

４　前２項の規定は、推進指針の変更について準用する。
	
	
	

	（事業者及び県民の自主的な取組の促進）

第10条　県は、ひとにやさしいまちづくりについて、事業者及び県民の理解を深め、その自主的かつ積極的な取組を促進するため、広報その他の啓発活動を行うものとする。

２　県は、ひとにやさしいまちづくりの推進に関し、顕著な功績があったものを表彰するものとする。
	
	
	

	（教育の充実等）

第11条　県は、次代を担う子どもたちが、ひとにやさしいまちづくりについての理解を深めるための教育の充実を図るものとする。

２　県は、県民が生涯を通じてひとにやさしいまちづくりについて学習することができるようその機会の充実を図るものとする。
	
	
	

	（情報の提供等）

第12条　県は、市町村、事業者及び県民に対し、ひとにやさしいまちづくりを推進するために必要な情報の提供、技術的指導及び助言をするものとする。

２　県は、すべての人が円滑に情報を利用し、及び意思を表示することができるよう情報伝達手段の充実に必要な施策を講ずるよう努めるものとする。
	
	
	

	（人材の育成）

第13条　県は、ひとにやさしいまちづくりに関する専門的な知識及び技能を有する人材の養成、確保及び資質の向上を図るために必要な施策を推進するものとする。
	
	
	

	（ボランティア活動の促進）

第14条　県は、ひとにやさしいまちづくりに関するボランティア活動その他の社会貢献活動を促進するための施策を推進するものとする。
	
	
	

	（調査及び研究）

第15条　県は、ひとにやさしいまちづくりの効果的な推進のために必要な調査及び研究を促進し、その成果の普及を図るものとする。
	
	
	

	（財政上の措置）

第16条　県は、ひとにやさしいまちづくりに関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
	
	
	

	第３章　公共的施設の整備等

（公共的施設整備基準等）

第17条　知事は、公共的施設の不特定かつ多数の者が利用する出入口、廊下、階段、昇降機、便所等の部分の構造及び設備に係るすべての人が安全かつ円滑に利用できるよう配慮すべき事項について、必要な基準（以下「公共的施設整備基準」という。）を規則で定めるものとする。
	（公共的施設整備基準）

第６条　条例第17条第１項に規定する規則で定める公共的施設整備基準（以下「公共的施設整備基準」という。）は、別表第２のとおりとする。

一部改正〔平成20年規則18号〕
	
	

	２　知事は、公共的施設整備基準のほか、すべての人がより安全かつ円滑に公共的施設を利用できるよう配慮すべき事項について、目標となる基準を定め、当該目標となる基準に適合した公共的施設の整備が促進されるよう、その普及啓発に努めるものとする。
	（未整備）
	
	

	（公共的施設整備基準への適合）

第18条　公共的施設を設置し、所有し、又は管理する者（以下「公共的施設の設置者等」という。）は、当該公共的施設を公共的施設整備基準に適合させるよう努めなければならない。

２　既存の公共的施設を所有し、又は管理する者は、当該公共的施設について、やむを得ない理由により公共的施設整備基準に適合させることができない場合は、前項の規定にかかわらず、ひとにやさしいまちづくりを推進するためのこれに代わる措置を講ずるよう努めなければならない。
	
	
	

	（維持保全）

第19条　公共的施設の設置者等は、公共的施設整備基準に適合している部分の機能を維持するよう努めなければならない。
	
	
	

	（意見聴取）

第20条　特定公共的施設の新築、新設、増築又は改築（以下「新築等」という。）（規則で定めるものに限る。）をしようとする者は、公共的施設整備基準に適合させるために講じようとする措置の内容に関し、当該特定公共的施設の利用が見込まれる者の意見を聴くよう努めなければならない。
	（意見聴取）

第７条　条例第20条に規定する規則で定める特定公共的施設の新築等は、次に掲げるものの新築又は新設とする。

(１)　県が新築する建築物のうち当該建築物の床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの

(２)　県が新設する公園、遊園地、動物園、植物園その他これらに類するもの（以下この号において「公園等」という。）のうち当該公園等の区域の面積が5,000平方メートル以上のもの

追加〔平成20年規則18号〕
	
	

	（特定公共的施設の新築等の協議）

第21条　特定公共的施設の新築等をしようとする者（施設の用途を変更して特定公共的施設としようとする者を含む。以下「特定公共的施設整備主」という。）は、当該新築等（公共的施設整備基準に適合させるべき部分を含まない場合を除く。）に係る特定公共的施設を公共的施設整備基準に適合させるために講じようとする措置の内容について、あらかじめ、規則で定めるところにより、知事に協議しなければならない。ただし、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号。以下「法」という。）第17条第１項に規定する計画の認定を申請したときは、この限りでない。

２　前項の規定は、同項の協議の内容の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとする者について準用する。
	（特定公共的施設の新築等の協議等）

第８条　条例第21条第１項の規定による協議は、別に定める様式による特定公共的施設新築等工事協議書により行わなければならない。

２　条例第21条第２項において準用する同条第１項の規定による協議は、別に定める様式による特定公共的施設新築等工事変更協議書により行わなければならない。

３　条例第21条第２項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。

(１)　公共的施設整備基準の適用がない部分の変更

(２)　公共的施設整備基準に適合させるべき部分の公共的施設整備基準への適合状況に変動を生じない変更

(３)　工事の着手又は完了の予定年月日の変更

一部改正〔平成20年規則18号〕
	（定義） 

第二条 　この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一～十五　略

十六 　特定建築物　学校、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、事務所、共同住宅、老人ホームその他の多数の者が利用する政令で定める建築物又はその部分をいい、これらに附属する建築物特定施設を含むものとする。（以下、略）

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定） 

第十七条 　建築主等は、特定建築物の建築、修繕又は模様替（修繕又は模様替にあっては、建築物特定施設に係るものに限る。以下「建築等」という。）をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、特定建築物の建築等及び維持保全の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 　前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 　特定建築物の位置 

二 　特定建築物の延べ面積、構造方法及び用途並びに敷地面積 

三 　計画に係る建築物特定施設の構造及び配置並びに維持保全に関する事項 

四 　特定建築物の建築等の事業に関する資金計画 

五 　その他主務省令で定める事項 

３ 　所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、当該申請に係る特定建築物の建築等及び維持保全の計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、認定をすることができる。 

一 　前項第三号に掲げる事項が、建築物移動等円滑化基準を超え、かつ、高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき主務省令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適合すること。 

二 　前項第四号に掲げる資金計画が、特定建築物の建築等の事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

４ 　前項の認定の申請をする者は、所管行政庁に対し、当該申請に併せて、建築基準法第六条第一項 （同法第八十七条第一項 において準用する場合を含む。第七項において同じ。）の規定による確認の申請書を提出して、当該申請に係る特定建築物の建築等の計画が同法第六条第一項 の建築基準関係規定に適合する旨の建築主事の通知（以下この条において「適合通知」という。）を受けるよう申し出ることができる。 

５ 　前項の申出を受けた所管行政庁は、速やかに当該申出に係る特定建築物の建築等の計画を建築主事に通知しなければならない。 

６ 　建築基準法第十八条第三項 及び第十二項 の規定は、建築主事が前項の通知を受けた場合について準用する。この場合においては、建築主事は、申請に係る特定建築物の建築等の計画が第十四条第一項の規定に適合するかどうかを審査することを要しないものとする。 

７ 　所管行政庁が、適合通知を受けて第三項の認定をしたときは、当該認定に係る特定建築物の建築等の計画は、建築基準法第六条第一項 の規定による確認済証の交付があったものとみなす。 

８ 　建築基準法第十二条第七項 、第九十三条及び第九十三条の二の規定は、建築主事が適合通知をする場合について準用する。
	（特定建築物） 

第四条 　法第二条第十六号 の政令で定める建築物は、次に掲げるもの（建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第三条第一項 に規定する建築物及び文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第百四十三条第一項 又は第二項 の伝統的建造物群保存地区内における同法第二条第一項第六号の伝統的建造物群を構成している建築物を除く。）とする。 

一 　学校 

二 　病院又は診療所 

三 　劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 　集会場又は公会堂 

五 　展示場 

六 　卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 　ホテル又は旅館 

八 　事務所 

九 　共同住宅、寄宿舎又は下宿 

十 　老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

十一 　老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

十二 　体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 

十三 　博物館、美術館又は図書館 

十四 　公衆浴場 

十五 　飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの 

十六 　理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十七 　自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

十八 　工場 

十九 　車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの 

二十 　自動車の停留又は駐車のための施設 

二十一 　公衆便所 

二十二 　公共用歩廊

	（指導、助言等）

第22条　知事は、前条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による協議があった場合において、当該協議に係る特定公共的施設が公共的施設整備基準に適合しないと認めるときは、当該協議をした者に対し、必要な助言、指導又は勧告をするものとする。

２　知事は、前条第１項の規定による協議に係る特定公共的施設が公共的施設整備基準に適合していると認める場合であっても、当該特定公共的施設が第17条第２項の目標となる基準に適合しないと認める場合であって、当該目標となる基準に適合することが望ましいと認めるときは、当該目標となる基準に適合させるために必要な指導又は助言をすることができる。

３　知事は、前条第１項の規定による協議を終えたときは、当該協議により講ずることとされた措置の内容が公共的施設整備基準に適合する旨又は適合しない旨を当該協議をした者に通知するものとする。
	
	
	

	（工事完了の届出）

第23条　第21条第１項の規定による協議をした者は、当該協議に係る工事を完了したときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。
	（工事完了の届出）

第９条　条例第23条の規定による届出は、別に定める様式による特定公共的施設新築等工事完了届出書により行わなければならない。

追加〔平成20年規則18号〕
	
	

	（完了検査）

第24条　知事は、前条の規定による届出があったときは、当該届出に係る特定公共的施設の公共的施設整備基準への適合状況について検査を行うものとする。

２　知事は、前項の規定による検査に係る特定公共的施設が公共的施設整備基準に適合していると認めるときは、その届出をした者に対し、公共的施設整備基準に適合していることを証する証明書（以下「適合証」という。）を交付するものとする。
	
	
	

	（勧告）

第25条　知事は、特定公共的施設整備主が第21条第１項の規定による協議を行わずに特定公共的施設の新築等の工事に着手し、又は施設の用途を変更して特定公共的施設としたと認めるときは、その者に対し、当該協議を行うべきことその他必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。

２　知事は、第21条第１項の規定による協議をした者が当該協議に係る工事を行った場合において、当該工事が当該協議の内容と異なり、かつ、当該協議に係る特定公共的施設が公共的施設整備基準に適合しないときは、その者に対し、当該協議の内容に従った工事を行うべきことその他必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。
	
	
	

	（公表）

第26条　知事は、第22条第１項又は前条の規定に基づく勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないときは、当該勧告の内容その他規則で定める事項を公表することができる。この場合において、知事は、あらかじめ、当該勧告を受けた者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。
	（公表）

第10条　条例第26条の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

(１)　勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の職及び氏名）

(２)　前号に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項

一部改正〔平成20年規則18号〕
	
	

	（適合状況の把握等）

第27条　知事は、必要があると認めるときは、特定公共的施設を所有し、又は管理する者（以下「特定公共的施設の所有者等」という。）に対し、当該特定公共的施設の公共的施設整備基準への適合状況について報告を求めることができる。

２　知事は、前項の規定による報告があった場合において、必要があると認めるときは、当該報告に係る特定公共的施設の所有者等に対し、当該特定公共的施設を公共的施設整備基準に適合させるための計画を記載した書面（以下「整備計画」という。）を提出するよう求めることができる。

３　知事は、第１項の規定による報告又は前項の規定による整備計画の提出があったときは、当該報告又は当該提出に係る特定公共的施設の所有者等に対し、必要な指導又は助言をすることができる。
	
	
	

	（立入調査等）

第28条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、特定公共的施設整備主若しくは特定公共的施設の所有者等に対し、必要な報告を求め、又はその職員に、特定公共的施設若しくは特定公共的施設の工事現場に立ち入り、公共的施設整備基準への適合状況を調査させ、若しくは関係人に対し質問させることができる。

２　前項の規定に基づき立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。
	（身分証明書）

第11条　条例第28条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１号）とする。

一部改正〔平成20年規則18号〕
	
	

	（適合証の交付及び公表）

第29条　公共的施設の設置者等は、規則で定めるところにより、知事に対し、適合証の交付を請求することができる。

２　知事は、前項の請求があった場合において、当該請求に係る公共的施設が公共的施設整備基準に適合していると認めるときは、規則で定めるところにより、当該請求をした者に対し、適合証を交付するものとする。

３　知事は、第24条第２項又は前項の規定により適合証を交付したときは、適合証の交付を受けた者の同意を得て、当該交付に係る公共的施設が公共的施設整備基準に適合している旨を公表するものとする。

４　第24条第２項及び前３項に定めるもののほか、適合証に関して必要な事項は、規則で定める。
	（適合証の交付の請求等）

第12条　条例第29条第１項の適合証の交付の請求は、別に定める様式による公共的施設整備基準適合証交付請求書により行わなければならない。

２　条例第24条第２項及び第29条第２項の適合証の交付は、公共的施設整備基準適合証（様式第２号）により行うものとする。

３　知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、適合証の交付を受けた者から適合証を返還させることができる。

(１)　虚偽その他不正な手段により、適合証の交付を受けたとき。

(２)　交付の対象となった公共的施設が、改修により公共的施設整備基準に適合しなくなったとき。

(３)　前２号に掲げる場合のほか、知事が適合証を返還させることが適当であると認めるとき。

一部改正〔平成20年規則18号〕
	
	

	（公共車両等に係る措置）

第30条　公共車両等を所有し、又は管理する者は、当該公共車両等について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよう努めるものとする。

２　知事は、必要があると認めるときは、公共車両等を所有し、又は管理する者に対し、当該公共車両等に係る前項の措置の状況その他必要な事項について報告を求め、又は必要な指導若しくは助言をすることができる。
	
	
	

	（公共工作物に係る措置）

第31条　公共工作物を所有し、又は管理する者は、当該公共工作物について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよう努めるものとする。

２　知事は、必要があると認めるときは、公共工作物を所有し、又は管理する者に対し、当該公共工作物に係る前項の措置の状況その他必要な事項について報告を求め、又は必要な指導若しくは助言をすることができる。
	
	
	

	（住宅に係る措置）

第32条　住宅を供給する事業者は、すべての人が安全かつ円滑に利用できるよう配慮された住宅の供給に努めるものとする。

２　県民は、その所有する住宅について、居住する者が身体機能の状況に応じて安全かつ円滑に利用できるよう整備に努めるものとする。
	
	
	

	第４章　特別特定建築物に追加する特定建築物等

（特別特定建築物に追加する特定建築物）

第33条　法第14条第３項の規定に基づき、特別特定建築物（法第２条第17号に規定する特別特定建築物をいう。附則第７項において同じ。）に学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（幼稚園及び特別支援学校を除く。）を追加する。
	
	（定義） 

第二条 　この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。（一～十六　略）

十七 　特別特定建築物　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する特定建築物であって、移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定めるものをいう。

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 

第十四条 　建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下この条において同じ。）をしようとするときは、当該特別特定建築物（次項において「新築特別特定建築物」という。）を、移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する政令で定める基準（以下「建築物移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。 

２ 　建築主等は、その所有し、管理し、又は占有する新築特別特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合するように維持しなければならない。 

３ 　地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、前二項の規定のみによっては、高齢者、障害者等が特定建築物を円滑に利用できるようにする目的を十分に達成することができないと認める場合においては、特別特定建築物に条例で定める特定建築物を追加し、第一項の建築の規模を条例で同項の政令で定める規模未満で別に定め、又は建築物移動等円滑化基準に条例で必要な事項を付加することができる。 

４ 　前三項の規定は、建築基準法第六条第一項に規定する建築基準関係規定とみなす。 

５ 　建築主等（第一項から第三項までの規定が適用される者を除く。）は、その建築をしようとし、又は所有し、管理し、若しくは占有する特別特定建築物（同項の条例で定める特定建築物を含む。以下同じ。）を建築物移動等円滑化基準（同項の条例で付加した事項を含む。第十七条第三項第一号を除き、以下同じ。）に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
	（特別特定建築物） 

第五条 　法第二条第十七号 の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。 

一 　特別支援学校 

二 　病院又は診療所 

三 　劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 　集会場又は公会堂 

五 　展示場 

六 　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 　ホテル又は旅館 

八 　保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

九 　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。） 

十 　老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

十一 　体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、水泳場（一般公共の用に供されるものに限る。）若しくはボーリング場又は遊技場 

十二 　博物館、美術館又は図書館 

十三 　公衆浴場 

十四 　飲食店 

十五 　理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十六 　車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの 

十七 　自動車の停留又は駐車のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。） 

十八 　公衆便所 

十九 　公共用歩廊

	（特別特定建築物の規模）

第34条　法第14条第３項の規定に基づき、同条第１項に規定する建築（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第５条第２号、第９号及び第10号に掲げるもの（児童厚生施設（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第40条に規定する児童厚生施設をいう。）を除く。）に係るものに限る。）の規模は、床面積（増築若しくは改築又は用途の変更の場合にあっては、当該増築若しくは改築又は用途の変更に係る部分の床面積）の合計1,000平方メートルとする。
	[image: image2.wmf]別表第１（第２条、第３条関係）

区分

公共的施設

特定公共的施設

１　医療施設

病院又は診療所

すべてのもの

(１)　卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販

売業を営む店舗

床面積が300平方メートル以上のものe

(２)　飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダ

ンスホールその他これらに類するもの

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(３)　郵便局、理髪店又は美容院

床面積が50平方メートル以上のもの

(４)　質屋、クリーニング取次店、貸衣装屋、銀行その

他これらに類するサービス業を営む店舗

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(５)　ガス事業法（昭和29年法律第51号）第２条第１項

に規定する一般ガス事業、電気事業法（昭和39年法律

第170号）第２条第１項に規定する一般電気事業及び･

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第４号

に規定する電気通信事業（同法第９条ただし書に規定

する電気通信回線設備の設置を伴うものに限る。）の

営業所又は事務所

すべてのもの

３　官公庁施設

官公庁舎その他これに類する施設

すべてのもの

４　宿泊施設

ホテル、旅館その他これらに類する施設

床面積が1,000平方メートル以上のものﾝ

５　社会福祉施設

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セ

ンター、老人ホーム、市町村保健センター、保育所、福

祉ホームその他これらに類する施設

すべてのもの

６　教育文化施設

学校、自動車教習所、学習塾、華道教室、囲碁教室、

図書館、博物館、美術館その他これらに類する施設

すべてのもの

７　公共交通機関の施設

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構

成する施設で旅客の乗降又は待合いの用に供するも

の

建築物であるもの

８　道路

道路及びこれと一体として整備される施設

すべてのもの

９　公園等

公園、遊園地、動物園、植物園その他これらに類する

施設

すべてのもの

(１)　劇場、観覧場、映画館又は演芸場

すべてのもの

(２)　集会場又は公会堂

すべてのもの

(３)　神社、寺院、教会その他これらに類する施設

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(４)　展示場

床面積が500平方メートル以上のものﾌ

(５)　体育館、水泳場、ボーリング場、スキー場、スケー

ト場その他これらに類する施設

すべてのもの

(６)　遊技場

床面積が500平方メートル以上のものﾌ

(７)　公衆浴場

床面積が300平方メートル以上のものﾌ

(８)　自動車の停留又は駐車のための施設

収容台数が30台以上のもの

(９)　公衆便所

すべてのもの

(10)　火葬場

すべてのもの

(11)　２(５)及び３に該当しない営業所又は事務所で床

面積（これらの用途に供する部分の床面積に限る。以

下同じ。）が1,000平方メートル以上のもの�

すべてのもの

(12)　共同住宅、寄宿舎又は下宿で一の建築物に存す

る戸数（寄宿舎又は下宿にあっては、寝室数）が50以

上のもの

すべてのもの

(13)　工場で床面積が3,000平方メートル以上のものﾈ

すべてのもの

11　複合施設

１から７まで及び10に掲げる施設の複合施設で、その

床面積が1,000平方メートル以上のもの�

すべてのもの

２　商業施設

10　その他の施設


	（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 

第十四条 　建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。以下この条において同じ。）をしようとするときは、当該特別特定建築物（次項において「新築特別特定建築物」という。）を、移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する政令で定める基準（以下「建築物移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。（以下略）
	（特別特定建築物） 

第五条 　法第二条第十七号 の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。

一　略

二 　病院又は診療所

三～八　略

九 　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。） 

十 　老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの （以下略）

	第５章　岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会

（設置）

第35条　ひとにやさしいまちづくりの推進に関し調査審議するため、知事の諮問機関として岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２　協議会は、前項の規定による調査審議のほか、この条例の実施に関し知事に意見を述べることができる。
	
	
	

	（組織）

第36条　協議会は、委員30人以内をもって組織する。

２　委員は、県民、事業者、学識経験を有する者その他適当と認める者のうちから知事が任命する。

３　委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
	
	
	

	（会長及び副会長）

第37条　協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選とする。

２　会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
	
	
	

	（会議）

第38条　協議会は、知事が招集する。

２　協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３　協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
	
	
	

	（庶務）

第39条　協議会の庶務は、保健福祉部において処理する。

（会長への委任）
	
	
	

	第40条　この章に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。
	
	
	

	第６章　雑則

（国等に関する特例）

第41条　国、地方公共団体その他規則で定める法人（以下「国等」という。）については、第21条から第28条まで、第30条第２項及び第31条第２項の規定は適用しない。
２　知事は、国等に対し、公共的施設、公共車両等及び公共工作物について、すべての人が安全かつ円滑に利用できるようにするための措置の状況その他必要と認める事項について報告を求め、又は必要な要請を行うことができる。
	（国等に準ずる者）

第13条　条例第41条の規則で定める法人は、特別の法律により設立された法人で当該法律において建築基準法（昭和25年法律第201号）第18条又は都市計画法（昭和43年法律第100号）第34条の２第１項の適用に当たって国又は地方公共団体とみなす旨規定されているものとする。

全部改正〔平成16年規則21号〕、一部改正〔平成20年規則18号〕
	
	

	（市町村の条例との関係）

第42条　公共的施設の整備に関し、市町村の条例によりこの条例の規定による整備と同等以上の整備が図られると知事が認めるときは、当該市町村の区域においては、規則で定めるところにより、第３章及び第４章の規定の全部又は一部を適用しない。
	（規則は未整備）
	
	

	（補則）

第43条　この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、知事が定める。
	
	
	

	附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成20年４月１日から施行する。ただし、第３章、第４章、第41条、第42条及び附則第３項から第７項までの規定は、同年７月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例による改正前のひとにやさしいまちづくり条例（以下「旧条例」という。）第３章及び第20条の規定は、平成20年６月30日までの間は、なおその効力を有する。

３　この条例による改正後のひとにやさしいまちづくり条例（以下「新条例」という。）第３章の規定は、平成20年７月１日以後に工事に着手する特定公共的施設の新築等について適用し、同日前に工事に着手した特定公共的施設の新築等については、なお従前の例による。

４　第３章の規定の施行の日前にされた旧条例第11条第１項の規定による届出（同条第２項の規定による届出（新条例第21条第２項の規則で定める軽微な変更に該当するものを除く。）がされている場合にあっては、当該届出）であって、同章の規定の施行の際まだ工事に着手していない特定公共的施設の新築等に係るものは、新条例第21条第１項の規定による協議とみなして同章の規定を適用する。

５　第３章の規定の施行の際現に旧条例第17条第１項（附則第２項の規定によりなおその効力を有することとされる場合を含む。）の規定によりされている適合証の交付の請求は、新条例第29条第１項の規定によりされた適合証の交付の請求とみなす。

６　第３章の規定の施行の日前に旧条例第17条第２項（附則第２項の規定によりなおその効力を有することとされる場合を含む。）の規定により交付された適合証は、新条例第29条第２項の規定により交付されたものとみなす。

７　第４章の規定の施行の際現に工事中の特別特定建築物の建築については、同章の規定は適用しない。
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児童福祉法


（児童厚生施設）


第４０条　児童厚生施設は、児童遊園、児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを目的とする施設とする。





建築基準法


（国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物に対する確認、検査又は是正措置に関する手続の特例） 


第十八条 　国、都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物及び建築物の敷地については、第六条から第七条の六まで、第九条から第十条まで及び第九十条の二の規定は、適用しない。この場合においては、次項から第二十三項までの規定に定めるところによる。 


２ 　第六条第一項の規定によつて建築し、又は大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする建築物の建築主が国、都道府県又は建築主事を置く市町村である場合においては、当該国の機関の長等は、当該工事に着手する前に、その計画を建築主事に通知しなければならない。 （以下、略）





都市計画法


（開発許可の特例） 


第三十四条の二 　国又は都道府県、指定都市等若しくは事務処理市町村、都道府県、指定都市等若しくは事務処理市町村がその組織に加わつている一部事務組合、広域連合、全部事務組合、役場事務組合若しくは港務局若しくは都道府県、指定都市等若しくは事務処理市町村が設置団体である地方開発事業団（以下「都道府県等」という。）が行う都市計画区域若しくは準都市計画区域内における開発行為（第二十九条第一項各号に掲げる開発行為を除く。）又は都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内における開発行為（同条第二項の政令で定める規模未満の開発行為及び同項各号に掲げる開発行為を除く。）については、当該国の機関又は都道府県等と都道府県知事との協議が成立することをもつて、開発許可があつたものとみなす。  （以下、略）
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		別表第１（第２条、第３条関係）

		区分		公共的施設		特定公共的施設

		１　医療施設		病院又は診療所		すべてのもの

		２　商業施設		(１)　卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗		床面積が300平方メートル以上のもの

				(２)　飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの		床面積が300平方メートル以上のもの

				(３)　郵便局、理髪店又は美容院		床面積が50平方メートル以上のもの

				(４)　質屋、クリーニング取次店、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗		床面積が300平方メートル以上のもの

				(５)　ガス事業法（昭和29年法律第51号）第２条第１項に規定する一般ガス事業、電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項に規定する一般電気事業及び電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第４号に規定する電気通信事業（同法第９条ただし書に規定する電気通信回線設備の設置を伴うものに限る。）の営業所又は事務所		すべてのもの

		３　官公庁施設		官公庁舎その他これに類する施設		すべてのもの

		４　宿泊施設		ホテル、旅館その他これらに類する施設		床面積が1,000平方メートル以上のもの

		５　社会福祉施設		老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター、老人ホーム、市町村保健センター、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設		すべてのもの

		６　教育文化施設		学校、自動車教習所、学習塾、華道教室、囲碁教室、図書館、博物館、美術館その他これらに類する施設		すべてのもの

		７　公共交通機関の施設		車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する施設で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの		建築物であるもの

		８　道路		道路及びこれと一体として整備される施設		すべてのもの

		９　公園等		公園、遊園地、動物園、植物園その他これらに類する施設		すべてのもの

		10　その他の施設		(１)　劇場、観覧場、映画館又は演芸場		すべてのもの

				(２)　集会場又は公会堂		すべてのもの

				(３)　神社、寺院、教会その他これらに類する施設		床面積が300平方メートル以上のもの

				(４)　展示場		床面積が500平方メートル以上のもの

				(５)　体育館、水泳場、ボーリング場、スキー場、スケート場その他これらに類する施設		すべてのもの

				(６)　遊技場		床面積が500平方メートル以上のもの

				(７)　公衆浴場		床面積が300平方メートル以上のもの

				(８)　自動車の停留又は駐車のための施設		収容台数が30台以上のもの

				(９)　公衆便所		すべてのもの

				(10)　火葬場		すべてのもの

				(11)　２(５)及び３に該当しない営業所又は事務所で床面積（これらの用途に供する部分の床面積に限る。以下同じ。）が1,000平方メートル以上のもの		すべてのもの

				(12)　共同住宅、寄宿舎又は下宿で一の建築物に存する戸数（寄宿舎又は下宿にあっては、寝室数）が50以上のもの		すべてのもの

				(13)　工場で床面積が3,000平方メートル以上のもの		すべてのもの

		11　複合施設		１から７まで及び10に掲げる施設の複合施設で、その床面積が1,000平方メートル以上のもの		すべてのもの
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		別表第１（第２条、第３条関係）

		区分		公共的施設		特定公共的施設

		１　医療施設		病院又は診療所		すべてのもの

		２　商業施設		(１)　卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗		床面積が300平方メートル以上のもの

				(２)　飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの		床面積が300平方メートル以上のもの

				(３)　郵便局、理髪店又は美容院		床面積が50平方メートル以上のもの

				(４)　質屋、クリーニング取次店、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗		床面積が300平方メートル以上のもの

				(５)　ガス事業法（昭和29年法律第51号）第２条第１項に規定する一般ガス事業、電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項に規定する一般電気事業及び電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第４号に規定する電気通信事業（同法第９条ただし書に規定する電気通信回線設備の設置を伴うものに限る。）の営業所又は事務所		すべてのもの

		３　官公庁施設		官公庁舎その他これに類する施設		すべてのもの

		４　宿泊施設		ホテル、旅館その他これらに類する施設		床面積が1,000平方メートル以上のもの

		５　社会福祉施設		老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター、老人ホーム、市町村保健センター、保育所、福祉ホームその他これらに類する施設		すべてのもの

		６　教育文化施設		学校、自動車教習所、学習塾、華道教室、囲碁教室、図書館、博物館、美術館その他これらに類する施設		すべてのもの

		７　公共交通機関の施設		車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する施設で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの		建築物であるもの

		８　道路		道路及びこれと一体として整備される施設		すべてのもの

		９　公園等		公園、遊園地、動物園、植物園その他これらに類する施設		すべてのもの

		10　その他の施設		(１)　劇場、観覧場、映画館又は演芸場		すべてのもの

				(２)　集会場又は公会堂		すべてのもの

				(３)　神社、寺院、教会その他これらに類する施設		床面積が300平方メートル以上のもの

				(４)　展示場		床面積が500平方メートル以上のもの

				(５)　体育館、水泳場、ボーリング場、スキー場、スケート場その他これらに類する施設		すべてのもの

				(６)　遊技場		床面積が500平方メートル以上のもの

				(７)　公衆浴場		床面積が300平方メートル以上のもの

				(８)　自動車の停留又は駐車のための施設		収容台数が30台以上のもの

				(９)　公衆便所		すべてのもの

				(10)　火葬場		すべてのもの

				(11)　２(５)及び３に該当しない営業所又は事務所で床面積（これらの用途に供する部分の床面積に限る。以下同じ。）が1,000平方メートル以上のもの		すべてのもの

				(12)　共同住宅、寄宿舎又は下宿で一の建築物に存する戸数（寄宿舎又は下宿にあっては、寝室数）が50以上のもの		すべてのもの

				(13)　工場で床面積が3,000平方メートル以上のもの		すべてのもの

		11　複合施設		１から７まで及び10に掲げる施設の複合施設で、その床面積が1,000平方メートル以上のもの		すべてのもの
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